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本報告書は、厚生労働省の補助事業として、日本保育協会が実施した「改

正保育制度施行の実態に関する調査研究」並びに「保育所の運営管理に関す

る調査研究」の結果をまとめたものです。

これらの事業は、保育制度改革への保育所の対応状況及び運営管理等の実

態について調査研究を行い、保育所が提供する保育サービスの充実と向上に

資することを目的とするものです。

今年度は、地方分権改革と保育所、一般財源化、規制改革、保育士資格、

最低基準、次世代育成支援対策、子育て支援事業等について調査を実施し、

その結果を分析・研究しました。

本書を、今後の保育システムや保育所の運営管理の在り方を考える上で参

考としていただければ幸いです。

このたびの調査研究事業の実施に当たりましては、野坂勉先生（大正大学）、

荻須隆雄先生（玉川大学）、吉田眞理先生（小田原女子短期大学）、高橋八映

先生（練馬二葉保育園）、太田嶋信之先生（竜南保育園）、鷲見宗信先生（梅

雲保育園）の研究スタッフにご尽力いただいたこと、調査対象保育所の皆様

にご協力いただいたことに対し、心から深く感謝の意を表する次第であります。

平成18年3月

社会福祉法人　日本保育協会

理事長 佐々木　典　夫
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